
［要約］

�１ 多チャンネル化による既存チャンネルへの影響をみると、民放地上波の視聴時間の

シェアが奪われているのに対して、NHK総合に対する影響はほとんどみられない。新

しく登場したチャンネルと民放地上波が、チャンネル特性（例えば、娯楽性といったよ

うな）が比較的近いために競合していると考えられる。

また、相対的に視聴率の低い既存チャンネルほど、多チャンネル化の影響を受けやす

いことが分析結果から推察されるが、これは、高視聴率のチャンネルに比べ常用性が高

くなく、チャンネル選択時における優先順位が低いために、多チャンネル環境下におけ

る競合力が弱いためと考えられる。

�２ 世帯におけるテレビ保有台数や自分専用テレビの保有状況とテレビ視聴時間との間に

は、高い相関が認められる。このことは個人が「どの部屋でも、好みの番組を自由に」

視聴できる環境が整備されれば、テレビの総聴時間は長くなることを物語っているが、

多チャンネル化が進展し、個人による番組選択の幅が広がれば広がるほど、この傾向が

強まることが予想される。

また、特に、新しいチャンネルは、既存の地上波チャンネルに比べ、チャンネル選択

時におけるアクセス条件が劣っていることから、平等なアクセス条件が確保されるだけ

でも新しいチャンネルの視聴時間の大幅な伸びが期待される。

�３ テレビとオールド・メディアとの関係をみると、オールド・メディアの情報行動は、

他のメディアと関係なく習慣化・日常化しているためと考えられるが、テレビ視聴時間

とオールド・メディアの接触頻度との相関はほとんど認められない。

一方、テレビとニュー・メディアとの関係については、ニュー・ディアはオールド・

メディアに食い込む形で社会的地位を確立していくことから、ニュー・メディアの接触

頻度が高くなるほど、既存チャンネルの視聴時間は減少している。しかし、減少の程度

は、今のところ既存チャンネルの存在を脅かす程ではない。

�４ 多チャンネル化により報道、映画、スポーツ、音楽といった特定のジャンルの専門

チャンネルが大幅に増えているが、ジャンル別にみた視聴時間は、映画と音楽が若干増

えてはいるものの顕著な変化はみられない。視聴者のジャンルに関する視聴時間配分は、

多チャンネル化しても短期間では容易に変化しないことを物語っている。

多様化・競合時代の放送需要構造

研究交流課 研究官 外薗 博文
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１ はじめに

最近の社会生活における選択肢の幅は従来の社

会に比べ格段に増えている。今後も、技術革新等

を背景として選択肢は増加することはあっても減

少することはない。そして、選択肢増加とあい

まって人々の価値観も多様化してきている。と同

時に、市場経済においては安ければ売れるという

時代から、いくら安くても人々が欲しくないもの

は売れないという買い手が主導権を持つ時代に

なってきている。

情報環境についてみても、社会生活における情

報選択の幅や情報の供給量は急増しており、沢山

の情報の中から自分に必要なものを選んで利用す

る時代へと変わってきている。

ところで、最近の放送市場においては、平均視

聴時間の伸びをみても頭打ちとなっており、また、

番組制作にいくら費用や労力をかけても視聴者は

かつてのようには反応しなくなっている。CSデ

ジタルやCATVなどで専門化された多様なチャン

ネルが提供されるようになって、それでは視聴時

間が増えるかというと、自分の好みに合わせて

チャンネルを選択できるようにはなるが、どれほ

どチャンネルの数が増えても、視聴者個人が一度

に見ることのできるチャンネルは１チャンネルだ

けであることを考えると、あまり大きな期待はで

きない。

このような中、視聴者行動のこれからを予測す

る場合には、単に放送メディアがもつ技術的な側

面のみから視聴者行動の変化の可能性を論じるの

ではなく、今後の視聴者行動の変化を、視聴環境

の変化との関連など多様な視座から考察を加えて

いくことが肝要である。

また、例えば放送の需要構造がゼロサム型であ

ると仮定すると、供給サイドからみると、多様化

することは経営的に不安定化することでもあり、

経営危機の拡大にもつながる。多様性は必ずしも

プラスに作用するとは限らない。

今後、地上系と衛星系、有線と無線、オール

ド・メディアとニュー・メディア、それぞれの経

済的・社会的な比較優位の原則に立った激しい競

このことは、新しく登場した専門チャンネルは、総合編成の既存チャンネルの特定の

ジャンルの視聴時間を侵食しているということでもあり、今後、既存チャンネルにおけ

るいわゆる「視聴の空洞化」現象が進むことも考えられる。

�５ 総視聴時間に占める６０歳以上の高齢者のシェアをみると、現在は約３２％であるが、急

速な高齢化の進展に伴い、今後、５年で２％以上の割合で増えつづけ、２０３５年には５０％

を突破することが予想される。

今後、高齢者向けのチャンネルやソフトの充実が重要になってくるが、同時に、若い

視聴者層の減少という人口構造の変化により、広告収入を中心とした現在の業界構造へ

の影響も危惧される。

�６ メディアの競争環境を年齢構造という視点からみると、若い年齢層のところで新しい

メディアの参入が進み、時間的にメディアが成熟するにつれてそのメディアの利用者層

の高齢化が進んでいくという構図が見てとれる。

広告を収入源とする民放地上波の場合、広告効果ということを考えると若い視聴者層

の確保ということが宿命としてあることから、新しく登場するチャンネルとの生き残り

をかけた厳しい競争は避けられない。
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立石送り／Ａ２１２４Ｈ  1999.04.01 16.52.35  Page 25 



争が展開されるが、最終的には人々の視聴選択の

結果として新しい市場秩序が生まれてくるであろ

う。そういった意味でも、放送メディア間の競合

を通じて、全体の中での機能や位置付けがどう変

容し、その結果として放送需要構造がどう変化し

ていくかといったことを、まずもって明らかにす

る必要がある。

２ 放送需要構造の因果モデル分析

まず最初に、ここでは遺伝学者のシーウェル・

ライト（Sewell Wright）によって開発され、社

会科学の分野で広く活用されてきた量的変数間の

因果関係を記述する基本的手法を参考にしながら、

視聴時間行動を因果的に記述することを試みた。

このモデルは、一方の変数が他方の変数の変化に、

一定の確率で変化を発生させる因果関係を記述し

た確率論的モデルである。

�１ 仮説の設定

人々の日々の行動は、その環境によって条件づ

けられる社会的・心理的な要因から強い影響を受

けている。そして、ほとんどの場合、社会的現実

はあまりにも複雑で、単一の要因だけで説明でき

る部分はごく限られている。そのため、なるべく

多くの変数によって説明することが求められる。

これは、視聴者行動に関しても例外ではない。

そこで、視聴者行動の因果関係モデルを構築す

るに際しては、現実に計測可能な変数を勘案しな

がらなるべく多くの変数を用いることとするが、

まず、モデルを仮説の形で表現すると、以下のよ

うな仮説が想定できる。

H１：所得（世帯員１人当り）が多いほど、

視聴時間は短い。

H２：視聴可能なチャンネル数が多いほど、

視聴時間は長い。

H３：情報メディア機器（世帯員１人当り）

の保有率が高いほど、視聴時間は短い。

H４：テレビ台数（世帯員１人当り）が多い

ほど、視聴時間は長い。

H５：自分専用のテレビを持っている人ほど、

視聴時間は長い。

H６：男性よりも女性の方が、視聴時間は長

い。

H７：年齢が高いほど、視聴時間は長い。

H８：余暇時間の多い就業形態ほど、視聴時

間は長い。

H９：テレビ接触頻度が高いほど、視聴時間

は長い。

H１０：オールド・メディアへの接触頻度が高

いほど、視聴時間は長い。

H１１：ニュー・メディアへの接触頻度が高い

ほど、視聴時間は短い。

�２ 因果関係の仮定と図式化

上記の仮説をもとに、因果関係モデルを構築す

るためには、まず、複数の変数間に因果的先行関

係を確定する必要がある。この基礎的要件として、

共変動の存在・時間順序・非疑似関係の三つの条

件が求められる。

�１ 共変動の存在

被説明変数と説明変数の間に共変動が存在しな

ければならない。共変動には、正負の線形関係あ

るいは非線形関係があるが、社会現象のほとんど

は複雑な非線形関係である。ただ、変数間の非線

形関係を特定することはほとんど不可能に近いこ

とから、ここでは線形関係として仮定している。

�２ 時間順序

因果関係が生じるためには、説明変数の変化が、

被説明変数の変化に時間的に先行していなければ

ならない。因果関係は、原則、非対象である。

�３ 非疑似関係

２つの変数間の共変動が因果的なものであり、

６郵政研究所月報 １９９９．４
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所得（Ａ）�
（世帯員１人当り）�

情報機器（Ｃ）�
（世帯員１人当り）�

テレビ台数（Ｄ）�
（世帯員１人当り）�

視聴可能チャン�
ネル数（Ｂ）�

自分専用テレビ�
の有無（Ｅ）�

性別�
（Ｆ）�

テレビ接触頻度�
（Ｊ）�

old media接触頻度�
（Ｋ）�

new media接触頻度�
（Ｌ）�

年齢�
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（Ｉ）�
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（Ｗ）�
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（Ｔ）�
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図表１ 視聴時間モデルの因果関係図

注１）所得（Ａ）、情報機器（Ｃ）、テレビ台数（Ｄ）は、いずれも世帯員１人あたりの値。なお、情

報機器は、ファクシミリ、パソコン、ワープロ、携帯電話・PHS、テレビゲーム、ビデオの６

種類を対象とする。

注２）視聴可能チャンネル数（Ｂ）は、世帯において実際に視聴可能な総チャンネル数。

注３）自分専用テレビの有無（Ｅ）は、個人が自分専用のテレビを持っているかいないか。

注４）就業形態（Ｉ）は、�１仕事を主にしている。�２家事を主にしている。�３学業を主にしている。
�４その他（無職等）の４つに分類。

注５）テレビ接触頻度（Ｊ）は、テレビへの１日の接触回数。

注６）old media接触頻度（Ｋ）は、新聞、ラジオ、書籍・雑誌、映画の４つの各メディアへの１日

の接触回数の和。

注７）new media接触頻度（Ｌ）は、インターネット、パソコン、CD、テレビゲームの４つの各メ

ディアへの１日の接触回数の和。

注８）視聴時間（Ｔ）は、「民放地上波」「NHK総合」等についての１日の視聴時間。

注９）（Ｗ）、（Ｓ）、（Ｑ）、（Ｚ）は残差変数で、因果関係モデルにおいて、観測された変数の説明さ

れない部分の原因となる測定されない変数。

注１０）PXYは、２つの変数X（被説明変数）、Y（説明変数）間の因果的効果の数量的推定値。
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第３の変数によってもたらされたもの

でないこと。

以上の前提をもとに仮説の因果関係を図式化し

たものが、図表１である。

左側の変数は、右側にある変数よりも因果的に

先行するものとし、変数間の因果関係は方向の矢

印によって表している。図の水平軸に関して同じ

位置にある変数間において、ある程度の相関関係

が存在しても、本件モデルの関心外にあるのでこ

こでは因果関係を仮定していない。

また、このモデルにおいては、被説明変数と説

明変数の間の因果的効果として、第３の媒介変数

が介在せずに２変数を直接に結ぶ直接効果と、第

３の変数を媒介して２変数を結ぶ複合的効果であ

る間接効果の２つを想定してる。

また、モデルが仮定する説明変数において説明

されない部分の原因となるとされる測定されない

変数として残差変数（図中のW、S、Q、Z）を導

入する。なお、残差変数は、図中の説明変数や他

の残差変数と相関しておらず、また因果的にも関

係していないものとする。

�３ 構造方程式

上記モデルにおいて１２の変数の間に仮説された

関係は、以下の４つの構造方程式によって表され

る。ここで、W、S、Q、Zは、それぞれのモデル

式における残差変数である。

J＝PJBB＋PJCC＋PJDD＋PJGG

＋PJII＋PJWW ……�１

K＝PKFF＋PKGG＋PKII＋PKSS ……�２

L＝PLCC＋PLDD＋PLEE＋PLFF

＋PLGG＋PLII＋PLQQ ……�３

T＝PTAA＋PTBB＋PTCC＋PTDD

＋PTEE＋PTFF＋PTGG＋PTII

＋PTJJ＋PTKK＋PTLL＋PTZZ ……�４

ここでは、係数PXYは、２つの変数X、Y間の因

果的効果の数量的推定値を表している。この係数

は、重回帰分析を行うことにより求められるが、

残差変数W、S、Q、Zに関する係数については�５

式のように、重回帰分析の非決定係数の平方根と

して表せる。

PXY＝√（１－R２） ……�５

なお、�４式の視聴時間（T）については、テレ

ビ総視聴時間だけでなくチャンネル単位あるいは

メディア単位での分析を行うことによって、チャ

ンネル間の相対的比較やチャンネル特性を明らか

にしている。

また、平均や標準偏差の異なった複数の変数間

の相対的な比較を行うために、ここでは、データ

はすべて標準化した値（観測値から平均を引き、

標準偏差で割った値）を用いて分析を行っている。

また、本件分析においては、郵政研究所が平成

９年１０月に、CSデジタル加入世帯、多チャンネ

ル型CATV加入世帯及び一般世帯（CSデジタル、

多チャンネル型CATVいずれにも加入していない

世帯）に対して実施したアンケート調査のデータ

を用いている。このデータは、各世帯を構成する

全個人に対して、平日１日についてどの時間帯に

どのチャンネルを視聴したかを２４時間のタイム・

テーブル上に記入する方式で調査したもので、回

収ベースでの有効サンプル数は、CSデジタル加

入世帯：１，３０９人、CATV加入世帯：２，０４６人、一

般世帯：２，２５７人の計５，６１２サンプルとなっている。

このサンプル構成は、必ずしも我が国の平均的

現状を代表しているとは言い難いが、本件分析は、

現状を明らかにするというより、むしろ多チャン

ネル化や多メディア化等の環境変化により需要構

造がどのように変化するかといったことを目的と

しているので、多様な要因を持つサンプルを取り

込むことを優先している。

なお、この調査においては、テレビの視聴時間

以外にも、メディアの接触頻度等の調査も併せて

行っている。

８郵政研究所月報 １９９９．４
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�４ 分析結果

図表２は、�１から�４式についての重回帰により

算出した説明変数の係数や決定係数の分析結果で

ある。

この係数は標準化された値なので、標準偏差の

単位を用いて各変数の因果的効果の大きを表して

いる。例えば、�１式のテレビ接触頻度においては、

年齢（G）の係数が０．１８３ということは、年齢が

１標準偏差だけ増加すると、テレビ接触頻度のレ

ベルが標準偏差単位で０．１８３増加することを意味

する。（したがって、係数が負の場合は減少する

ことになる。）

次に、それぞれの決定係数についてみると、例

えば、テレビ接触頻度の９２．８％（１－０．０７２）、テ

レビ総視聴時間の７１％（１－０．２９０）が、この因

果構造では説明できないことになる。明らかに、

このモデルでは、接触頻度や視聴時間の背景とな

る社会的・心理的な因果要因をすべて包含するに

至っていない。これは、当初からある程度予想さ

れていたことではあるが、人々の行動を、これだ

けの限られた要因だけで予測するのは難しいとい

うことである。

恐らく、接触頻度や視聴時間のデータを１日で

なく、１週間平均あるいは１ヶ月平均のデータを

用いると、決定係数はかなりの程度の高い値が求

められるのではないかと考えられるが、ただ、こ

こでは、そもそも視聴時間を正確に予測すること

が目的ではない。当初の目的である因果関係を調

べる上でのサンプル的な有意性は十分確保されて

いると言える。

図表３は、図表２の結果を、因果関係図で表し

たものである。

ここで、この因果関係図の中から視聴可能チャ

ンネル数とテレビ総視聴時間との関係を取り上げ

てみると、チャンネル数が増えることにより視聴

時間が増える効果としては、両者間の直接効果と

して０．０２４、テレビ接触頻度を媒介としての間接

効果として０．０２３（０．０８８×０．２６６）あることにな

図表２ �１から�４式についての重回帰分析の結果

被説明変数

説明変数

テレビ接触頻度

（Ｗ）

�１式

old media

接触頻度（Ｋ）

�２式

new media

接触頻度（Ｌ）

�３式

テレビ総視聴時間

（Ｔ）

�４式

所 得（Ａ）

チ ャ ン ネ ル 数（Ｂ）

情 報 機 器（Ｃ）

テ レ ビ 台 数（Ｄ）

専 用 テ レ ビ（Ｅ）

性 別（Ｆ）

年 齢（Ｇ）

就 業 形 態（Ｈ）

テ レ ビ 接 触（Ｗ）

old media 接触（Ｋ）

new media 接触（Ｌ）

０．０８８＊

０．０４７＊

０．０５６＊

０．１８３＊

０．１０８＊

０．０９４＊

０．２８８＊

－０．０９３＊

０．１７８＊

－０．１０６＊

０．１２６＊

０．１１５＊

－０．２１１＊

－０．１３５＊

－０．０７９＊

０．０２４＊＊

０．０６５＊

０．０７５＊

－０．１８９＊

０．２５９＊

０．１３６＊

０．２６６＊

－０．０７１＊

決 定 係 数（Ｒ２）

残 差 変 数（Ｚ）

残 差 変 数（Ｗ）

残 差 変 数（Ｓ）

残 差 変 数（Ｑ）

０．０７２

０．９６３

０．０９６

０．９５１

０．１３６

０．９２９

０．２９０

０．８４３

（注）＊１％有意 ＊＊５％有意
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所得（A）�
（世帯員１人当たり）�

情報機器（C）�
（世帯員１人当たり）�

テレビ接触頻度�
（J）�

old media 接触頻度�
（K）�

new media 接触頻度�
（L）�

テレビ台数（D）�
（世帯員１人当たり）�

自分専用テレビ�
の有無（E） 　�

性別�
（F）�

年齢�
（G）�

就業形態�
（I）�

視聴可能チャン�
ネル数（B）　 

0.126

－0.106

0.088

0.047

0.056

0.183
0.108

0.094

0.288

－0.093

－0.093

0.178

0.115

0.288

0.136

0.259

－0.071

－0.189

0.075

0.065

0.266

0.024

0.929
（Q）�

0.951

0.963

－0.079

（S）�

0.843
（Z）�

（W）�

テレビ総�
視聴時間�
（T）�

る。トータルの効果としては、足して０．０４７とい

うことになる。

これは標準化された値なので、これを実際の値

に戻すと、視聴可能チャンネル数が１２．１チャンネ

ル（１標準偏差）増えることにより、テレビ総視

聴時間（１標準偏差は１８３．９分）は、８．７分（１８３．９

分×０．０４７）増えることになる。

同様に、視聴時間と各説明変数との間の関係を

整理したものが図表４及び図表５である。さらに

ここでは、テレビ総視聴時間だけでなくチャンネ

ル単位等での分析も試みた。

以下、これらの結果をもとに、最初に設定した

仮説の検証やチャンネル特性についてみることと

する。

Ｈ１：所得（世帯員１人当り）が多いほど、視聴

時間は短い。

テレビ総視聴時間でみると、所得（＝世帯の全

所得／世帯員数）が多くなるほど視聴時間は短く

なる負の相関がみられる。特に、娯楽性の強い民

放地上波やCATV・CSチャンネルとの相関が高

いことから、所得の低い層では、最も手軽で費用

負担の少ない娯楽としてテレビを楽しんでいるが、

所得が高くなるにつれてテレビ以外の他の娯楽に

図表３ テレビ総視聴時間の因果関係図

１０郵政研究所月報 １９９９．４
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図表４ 直接効果（Poo）と間接効果（Poo×P△△）の推定値

視聴時間

説明変数

テ レ ビ

総 視 聴

時 間

（参 考）

テ レ ビ

ゲ ー ム
地 上 波

NHK–BS
CATV・CS

チャンネル民放地上波 NHK総合 NHK教育

所得 PTA －０．０７９ －０．０８０ －０．１０２ ０．０２８ … … －０．０３０ …

チャンネル数 PTB ０．０２４ －０．０３９ －０．０３３ … －０．０５３ ０．０５５ ０．１５７ …

PJB×PTJ ０．０２３ ０．０１７ ０．０１３ ０．０１０ ０．００９ ０．０１５

情報機器 PTC … －０．０３１ … －０．０６６ … … ０．１５８ ０．０３６

PJC×PTJ ０．００９ ０．００５ ０．００８

PLC×PTL －０．０１７ －０．００９ ０．００６ ０．０１４

テレビ台数 PTD ０．０６５ ０．０５８ ０．０３１ ０．０５９ … … … …

PJD×PTJ ０．０１５ ０．０１１ ０．００８ ０．００６

PLD×PTL ０．００８ ０．０１０ ０．００８ ０．００５

専用テレビ PTE ０．０７５ ０．０７１ ０．０９０ … －０．０４８ －０．０３１ ０．０３０ …

PLE×PTL －０．００９ －０．０１２ －０．００９ －０．００９ ０．００４

性別 PTF －０．１８９ －０．２１６ －０．２３３ … … … ０．０４８ ０．１０６

PKF×PTK ０．００２ －０．００３

PLF×PTL －０．００８ －０．０１１ －０．００８ ０．００４ ０．００９

年齢 PTG ０．２５９ ０．２６５ ０．１２０ ０．４３１ －０．２５８ ０．０８７ －０．０４２ －０．１３９

PJG×PTJ ０．０４９ ０．０３６ ０．０２７ ０．０２０ ０．０２０ ０．０１９ ０．０３１

PKG×PTK ０．００７ ０．０１５ ０．００９ －０．００９

PLG×PTL ０．０１５ ０．０２０ ０．０１５ ０．０１０ ０．０１５ －０．００７ －０．０１７

就業形態 PTI ０．１３６ ０．１３７ ０．０４２ ０．１３９ ０．２５３ ０．０３０ … ０．０４０

PJI×PTJ ０．０２９ ０．０２１ ０．００７ ０．０１２ ０．０１２ ０．０１１

PKI×PTK －０．００２ －０．００５ －０．００３ ０．００３

PLI×PTL ０．０１０ ０．０１３ ０．０１０ ０．００６ ０．００９ －０．０１１

テレビ接触 PTJ ０．２６６ ０．１９６ ０．１４７ ０．１１０ ０．１０９ ０．１０４ ０．１６８ …

old接触 PTK … ０．０２５ … ０．０５４ … ０．０３２ … －０．０３０

new接触 PTL －０．０７１ －０．０９４ －０．０７２ －０．０４８ －０．０６９ … ０．０３５ ０．０７９

（注） １％有意 ５％有意
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移行しているものと考えられる。

視聴時間の減少は、数十万円のオーダーではほ

とんど影響は出てこない。世帯員一人当り２００～

３００万円増えて十数分減少する程度である。

Ｈ２：視聴可能なチャンネル数が多いほど、視聴

時間は長い。

多チャンネル化により、CATV・CSチャンネ

ルの視聴時間は、ほぼチャンネル数（＝世帯にお

いて実際に視聴可能なチャンネル数）の増に比例

して増えて（５７．７％）いる。しかし、テレビ総視

聴時間でみると、若干増えて（３．３％）はいるも

ののチャンネル数の増加ほどには増えていない。

一方、娯楽性の強い民放地上波は、CATV・

CSチャンネルとの競合により視聴時間が減少し

ているのに対し、民放地上波ほど娯楽性の強くな

いNHK総合は、ほとんど影響を受けていない。

当然のことながら、今後、多チャンネル化が進む

ことにより、既存チャンネルが平均的にシェアを

奪われるというより、今後登場するチャンネルの

特性により近い既存チャンネルのシェアが奪われ

図表５ 説明変数の変化に伴う視聴時間の増減（直接効果＋間接効果）

説明変数が１標準偏差だけ変化したときの視聴時間の増減分数（上段）と平均からの増減率（下段）

（単位：上段（分）、下段（％））

視聴時間

説明変数

テ レ ビ

総 視 聴

時 間

（参 考）

テ レ ビ

ゲ ー ム
地上波視

聴 時 間
NHK–BS

CATV・CS

チャンネル民放地上波 NHK総合 NHK教育

平均 （m） ２６６．２ ２４０．７ １８８．４ ４６．２ ６．０ ５．４ １８．０ ４．５

標準偏差 （s） １８３．９ １７７．２ １５７．０ ８０．７ ２５．８ ２２．８ ６０．５ ２３．４

所得 （万円）

m：３０６．１ s：２４７．８

－１４．６

－５．５

－１４．１

－５．９

－１６．１

－８．５

２．２

４．８

… … －１．８

－１０．０

…

チャンネル数 （数）

m：２２．５ s：１２．１

８．７

３．３

－３．９

－１．６

－３．２

－１．７

… －１．１

－１８．７

１．５

２７．１

１０．４

５７．７

…

情報機器 （台）

m： １．２ s： ０．７

… －６．９

－２．９

… －５．６

－１２．２

… … １０．４

５７．８

１．２

２６．２

テレビ台数 （台）

m： ０．９ s： ０．６

１６．０

６．０

１４．０

５．８

７．４

３．９

５．７

１２．３

… … … …

専用テレビ （有無）

m： ０．４ s： ０．５

１２．２

４．６

１０．４

４．３

１２．６

６．７

… －１．５

－２４．６

－０．７

－１２．９

２．０

１１．４

…

性別 （男女）

m： ０．５ s： ０．５

－３６．３

－１３．６

－３９．８

－１６．５

－３７．８

－２０．１

… … … ３．２

１７．６

２．６

５８．６

年齢 （歳）

m：３８．５ s：１９．４

５９．３

２２．３

５８．１

２４．１

２５．４

１３．５

３８．５

８３．２

－５．８

－９６．９

２．６

４８．８

－１．１

－６．２

－３．８

－８５．４

就業形態 （分）

m：２４７．７ s：８７．３

３２．１

１２．１

２９．９

１２．４

１０．７

５．７

１２．３

２６．６

７．１

１１８．７

０．９

１６．２

… ０．７

１６．６

テレビ接触 （回）

m： ２．８ s： １．８

４９．０

１８．４

３４．７

１４．４

２３．０

１２．２

８．９

１９．２

２．８

４７．３

２．４

４３．９

１０．１

５６．２

…

old接触 （回）

m： ２．８ s： ２．３

… ４．５

１．９

… ４．３

９．４

… ０．７

１３．６

… －０．７

－１５．６

new接触 （回）

m： １．４ s： ２．１

－１３．１

－４．９

－１６．６

－６．９

－１１．３

－６．０

－３．９

－８．４

－１．８

－２９．９

… ２．１

１１．６

１．８

４０．９

１２郵政研究所月報 １９９９．４

立石送り／Ａ２１２４Ｈ  1999.04.01 16.52.35  Page 32 



ていくことになる。

また、NHK教育が大幅に減少しているのは、

恐らく視聴者のチャンネル選択において、たとえ

ば最初は民放地上波、次にNHK総合といった選

択の優先順位があり、NHK教育については優先

度が低いために多チャンネル化の影響を受けやす

いと考えられる。

なお、NHK–BSが増えるという結果になった

のは、今回の調査においてチャンネル数の少ない

一般世帯に比べ、多チャンネル化しているCATV

加入世帯においてNHK–BSの視聴可能世帯が多

いために、CATV・CSチャンネルと正の相関が

生じたものと考えられる。本来であれば、NHK–

BSの視聴可能世帯だけを取り出して、多チャン

ネル化の影響について分析すべきところである。

Ｈ３：情報メディア機器（世帯員１人当り）の保

有率が高いほど、視聴時間は短い。

情報メディア機器の保有状況（＝世帯の情報メ

ディア機器（ファクシミリ＋パソコン＋ワープロ

＋携帯・PHS＋テレビゲーム＋ビデオ）の総保有

台数／世帯員数）については、テレビ総視聴時間

でみるとほとんど相関はみられない。

また、ここでの情報メディア機器は、比較的新

しいメディア機器を分析対象としており、そして

これらの機器は若年齢層での利用が多いためと考

えられるが、比較的高年齢層における視聴が多い

NHK総合とは負の相関、若年齢層での視聴が多

いCATV・CSチャンネルとは正の相関がみられ

る。

Ｈ４：テレビ台数（世帯員１人当り）が多いほど、

視聴時間は長い。

テレビ台数（＝世帯の総テレビ台数／世帯員数）

が多くなるほど、民放地上波やNHK総合の視聴

時間は長くなっている。これは、テレビ台数が多

い世帯ほど、テレビ好きの人が多いといったこと

との相関も考えられるが、テレビ視聴における場

所的制約や個人視聴に対する制約が小さくなるた

め視聴時間が長くなると考えられる。

CATV・CSやBS放送のチャンネルに関しては、

１世帯で２台以上のテレビにこれらのチャンネル

を接続しようとすると契約上の追加料金が必要と

なるなどの問題から、１世帯に１台のテレビでし

か視聴できない世帯がほとんどである。そのため

これらのチャンネルでは、テレビの台数と視聴時

間との間に相関がほとんど認められない。ただ、

このことは見方を変えれば、家庭内のどのテレビ

でもCATV・CSやBS放送のチャンネルを選択視

聴できるような環境整備がなされれば、これらの

チャンネルの視聴時間が長くなる可能性があると

も言える。

Ｈ５：自分専用のテレビを持っている人ほど、視

聴時間は長い。

上記の仮説Ｈ４と同じような理由になるが、自

分専用のテレビを持っている人の方が、誰に邪魔

されることなく自分の部屋で好みの番組を、一人

で自由に見ることが可能になることから、やはり

視聴時間が長くなっている。特に、専門性や娯楽

性の強いCATV・CSチャンネルや民放地上波は

相関が高くなっている。

世帯員数の減少、個室を持つ人の増加などによ

り、１９７０年代後半頃から、それまでの家族一緒に

視聴する形態から、個人視聴が増える傾向にあり、

その後のリモコンの登場とあいまって、選択的・

個人的なテレビ視聴が増えてきたと言われている。

テレビ視聴の個人化とは、基本的にはテレビ視聴

が個人単位で行われることを指すが、それは、当

然ながらテレビの所有が個人レベルまでに普及す

ることが前提と言える。

Ｈ６：男性よりも女性の方が、視聴時間は長い。

民放地上波の場合、圧倒的に女性の視聴時間が

長く、男性よりも７０分以上も長くなっている。こ

れは昼間の時間帯における主婦層の視聴時間が特
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に長いことによるものである。

これに対し、NHK系のチャンネルについては

男女でほとんど差がなく、CATV・CSチャンネ

ルについてはむしろ男性の方の視聴時間が長く

なっている。

Ｈ７：年齢が高いほど、視聴時間は長い。

視聴時間において最も強い影響力を持つ要因が

年齢で、高齢者ほど視聴時間が長く、総視聴時間

で約２０歳年齢が高くなると、約１時間視聴時間が

増えている。

チャンネル別にみて特に年齢による変化が大き

いのが、NHK総合とNHK教育で、視聴が若年層

や高年齢層のどちらかに大きく偏っていることを

物語っている。

なお、ほとんどのチャンネルが高年齢層ほど視

聴時間が長くなっているが、NHK教 育や

CATV・CSチャンネルは、若年層になるほど視

聴時間が長くなる傾向が見られる。

Ｈ８：余暇時間の多い就業形態ほど、視聴時間は

長い。

いずれのチャンネルも余暇時間の多い就業形態

（�１仕事を主にしている。�２家事を主にしている。

�３学業を主にしている。�４その他（無職等）の四

つに分類）になるほど視聴時間が長くなっている

が、他の要因に比べて余暇時間の分散があまり大

きくないために、１標準偏差当たりの変化に対す

る視聴時間の変化も予想よりは大きくなっていな

い。ただ、ここでは各個人が属する就業形態の平

均の余暇時間を指標として用いているので、各個

人ごとの余暇時間のデータがあれば、さらに視聴

時間の変化の度合いは大きくなるのではないかと

考えられる。

なお、総視聴時間でみると、８７分の余暇時間の

増に対して、３２分視聴時間は増えており、今回の

調査では余暇時間の増加分の約３分の１がテレビ

視聴に充てられている結果となっている。

Ｈ９：テレビ接触頻度が高いほど、視聴時間は長

い。

テレビ接触頻度（＝個人が１日にテレビに接触

した総回数）に関しても、どのチャンネルについ

ても接触頻度が多くなるほど視聴時間が長くなっ

ている。ただ、チャンネルごとにみると、民放地

上波やNHK総合に比べ、NHK教育、NHK–BS、

CATV・CSチャンネルとの相関が高くなってい

る。

これはチャンネルに対する選択順位があるので

はないかと推察される。つまり、テレビの接触頻

度の少ない人や余暇時間の少ない人は、沢山の

チャンネルを視聴する時間的な余裕がないために、

選択順位の高い民放地上波やNHK総合だけを視

聴する。接触頻度が多く視聴時間も長くなるにつ

れて、NHK教育、NHK–BS、CATV・CSチャン

ネルといったチャンネルを視聴するようになると

推察される。

Ｈ１０：オールド・メディアへの接触頻度が高いほ

ど、視聴時間は長い。

オールド・メディアの接触頻度（＝新聞、ラジ

オ、書籍・雑誌、映画への１日の総接触回数）と

テレビ総視聴時間との関にはほとんど相関がなく、

メディア間の住み分けが確立されていると言える。

つまり、他のオールド・メディアへの接触頻度が

多い少ないに関係なく、テレビ視聴時間がある程

度決められているということである。テレビを含

めたオールド・メディアの情報行動が、他のメ

ディアと関係なく習慣化・日常化しているためと

考えられる。例えば、今日はテレビを長時間見た

から、新聞を読むのを止めようということにはな

らないといったようなことである。

なお、NHK総合とNHK–BSにおいて相関がみ

られるのは、この２つのチャンネルは高年齢層の

視聴割合が高いことから、高年齢層においてテレ

ビを含めたオールド・メディアをよく利用する人
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と利用しない人との層別化が生じているのではな

いかと考えられる。

Ｈ１１：ニュー・メディアへの接触頻度が高いほど、

視聴時間は短い。

ニュー・メディアの接触頻度（＝インターネッ

ト、パソコン、CD、テレビゲームへの１日の総

接触回数）が高くなると、特に既存の放送メディ

アの視聴時間は減少している。これは、ニュー・

メディアはオールド・メディアに食い込む形で社

会的地位を確立していくことを物語っており、新

しいメディアの登場により、徐々にではあるが、

テレビの視聴時間が侵食されていくものと考えら

れる。ただ、減少の程度をみても現状における影

響力は、テレビの存在そのものを脅かす程ではな

い。

しかし、今後のマルチメディア時代を展望する

と、例えば一つの情報機器で、テレビを含めた多

様なメディアの共有化が現実のものとなりつつあ

り、ニュー・メディアがテレビと近い存在になれ

ばなるほど、その影響は無視できない。かつて、

テレビの登場により、映画やラジオ、そして新聞

がそれまでのメディアの主役の座から降りていっ

たのと同じような状況が、テレビにおいても訪れ

ないとは断言できない。

次に、各チャンネルについて、その特徴をみる

こととする。

テレビ総視聴時間（全体計）

各説明変数が１標準偏差だけ変化したとき、テ

レビ総視聴時間の変化要因として最も大きいのが

年齢で、その次がテレビ接触頻度、性別、就業形

態（余暇時間）となっている。

視聴時間の増加要因としては、多チャンネル化

の進展や自分専用テレビの増加、一方、減少要因

としては、所得の増加やニュー・メディアの利用

等があるが、いずれも、年齢や性別等に比べて大

きな要因となっていない。これらの要因が相殺さ

れることなどを考え合わせると、テレビの総視聴

時間でみた場合、当分の間は、多チャンネル化や

多メディア化等の外的要因により大幅に視聴時間

が増減することはないものと考えられる。

民放地上波

民放地上波については、性別による要因が最も

大きい。一方、年齢による要因は、民放地上波が

比較的若い世代を意識した番組制作が行われてい

ることもあり、NHKのチャンネルほどその影響

は大きくない。

また、就業形態（余暇時間）やテレビ接触頻度

といった要因による影響は、他のチャンネルに比

べ小さいが、これは、民放地上波が常用チャンネ

ルとしてテレビ視聴における選択順位が高いため

と考えられる。

ただ、民放地上波の場合、所得の増加、多チャ

ンネル化、ニュー・メディア化がマイナス要因と

して作用しており、今後の多チャンネル化・多メ

ディア化の進展により、視聴時間の減少が予想さ

れるところである。

NHK総合

年齢要因による変化が最も大きく、その次が就

業形態（余暇時間）やテレビ接触頻度となってい

る。多チャンネル化による影響はほとんどみられ

ないが、これは、前述したように民放地上波と異

なりNHK総合の番組内容が娯楽性の強い

CATV・CSチャンネルとは異質であり、ほとん

ど競合しないためと考えられる。

なお、視聴時間の減少要因としては、情報機器

の保有状況、ニュー・メディアの接触頻度があり、

NHK総合の場合、今後、多チャンネル化の影響

よりもむしろ多メディア化の影響が大きいと考え

られる。

NHK教育

チャンネルの中で、外的要因の影響を最も受け
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やすいのがNHK教育で、多チャンネル化、専用

テレビの保有、そして就業形態（余暇時間）や

ニュー・メディア接触頻度の増加により、視聴時

間が大幅に増減している。これは、上述したよう

にチャンネルの中における選択順位が低いためと

考えられる。

また、NHK教育の場合、視聴時間に占める幼

児の視聴割合が高いために、他の地上波チャンネ

ルが高齢者ほど時間が長いのに対し逆の結果と

なっている。

NHK–BS

NHK–BSは、年齢との相関が高いことから、

NHK総合同様に高齢者の視聴割合が高くなって

いると思われる。NHK–BSが登場した当初は、

利用者のほとんどが若い世代と言われていたが、

既に、地上波と同じように若い世代よりも高齢者

の視聴が多くなったということは、NHK–BSが

広く国民に普及した結果とも言えるのではないだ

ろうか。

ただ、NHK教育同様、就業形態（余暇時間）

やテレビ接触頻度との相関が高いことから、民放

地上波やNHK総合よりも選択順位は低いものと

考えられる。

CATV・CSチャンネル

ここでは、CATV・CSチャンネルのすべての

チャンネル合計（地上波やBSの再送信を除く）

で視聴時間をみているが、これらのチャンネルは

専門チャンネル、すなわち、従来の放送とは異な

り、特定の視聴者層にターゲットを絞ったニッチ

なマーケットを対象にしているため、当然チャン

ネル数が増えれば増えるほどチャンネル合計の視

聴時間も長くなっている。

また、特長としては、アダルトなどの男性向け

専門チャンネルがあるということもあり、女性よ

りも男性の視聴時間が長くなっている。今後、

CATV・CSチャンネルが伸びていくためには、

視聴時間の長い女性や高齢者を如何に取り込んで

いくかが大きな鍵と言える。

なお、テレビ接触頻度との相関が高いことから、

NHK教育やNHK–BS同様に選択順位はそれほど

高くなく、民放地上波やNHK総合を見てからと

いう人が多いのではないかと想像される。

テレビあるいは各チャンネルをどのくらい視聴

するかは、個人レベルでみた場合、個人的な好み

や習慣の問題であり、同時にテレビ視聴と競合す

る別の社会生活活動や娯楽に対する興味や欲求に

よっても制約されている。さらに、テレビ視聴は

受身的で主体的かかわりの少ない行動であると言

われてきたが、ただ、このことは決して特殊なこ

とではない。我々が日頃行っている一般的な行動、

例えば買い物、散歩、あるいは友人との雑談など

の最も日常的な活動、そして他のメディアの利用

行動に関しても、主体的・能動的な行動はわずか

しか内包していない。また、大多数の視聴者に

とって、見ている番組が地上波によるものか衛星

波によるものかといったことは特段の問題ではな

い。結局のところは、そのチャンネルへの物理的

アクセスのしやすさやテレビブラウン管上に映っ

ている映像に魅力があるかどうかといったことで

ある。

それだけに、今日の多チャンネル化や多メディ

ア化、リモコンやビデオの普及は、パーソナルな

情報欲求を高め、テレビ視聴における個人・選択

視聴の拡大を促してきたが、今後も自分の好みや

生活環境をより強く反映した視聴態様へと変化し

ていくものと想像される。

一方、地上波放送の媒体としての最大の拠り所

は、マスメディアとしてのその大衆把握力の大き

さにあると言われてきた。この大衆把握力の大き

さは、性・年齢・職業・学歴などの属性を問わず、

幅広い層を取り込む総合編成によって獲得できた
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ものである。したがって専門編成に向かうことは

それを否定することにもなる。今後、地上波放送

は、総合編成を維持しながら、競争市場の中で

パーソナル化・多様化していく個人ニーズにいか

にして応えていくかということが、大きな課題と

なってくる。

（参考１）ジャンル別の因果モデル分析

多チャンネル化を番組ジャンルでみると、従来

から新しく登場したチャンネルの多くが娯楽に集

中、重複が多いという批判があり、そういう意味

ではまだまだ多様化の余地があると言われている

が、多チャンネル化や多メディア化の進展ととも

に、個別のチャンネルにおける「番組ジャンル」

図表５ PXYの推定値と間接効果

視聴時間

説明変数
報 道 映 画 スポーツ ド ラ マ ア ニ メ バラエティー 音楽・歌謡 趣味・生活

所得 PTA －０．０３４ … … －０．０４１ －０．０３８ －０．０７４ －０．０３６ －０．０４２

チャンネル数 PTB … ０．０７４ … … … －０．０２８ ０．０６１ …

PJB×PTJ ０．００６ ０．００６ ０．００８

情報機器 PTC … … ０．０５７ … … … ０．０５１ …

PJC×PTJ ０．００４

PLC×PTL ０．００６

テレビ台数 PTD … … … … … ０．０３３ … ０．０４６

PJD×PTJ ０．００４ ０．００５

PLD×PTL ０．００４

専用テレビ PTE … … … ０．０５９ … ０．０５６ ０．０２８ …

PLE×PTL －０．００５ －０．００５ ０．００４

性別 PTF －０．０４９ ０．０５３ ０．０９１ －０．２０１ … －０．１０７ －０．０５２ －０．１７２

PKF×PTK ０．００６ ０．００４ ０．００４

PLF×PTL －０．００４ －０．００４ －０．００５ ０．００４

年齢 PTG ０．３５６ ０．０４３ ０．０４４ ０．２０６ －０．３３４ －０．１１０ … ０．３１１

PJG×PTJ ０．０３１ ０．０１２ ０．０１１ ０．０１９ ０．０２１ ０．０１３ ０．０１７

PKG×PTK ０．０１８ ０．０１３ －０．０１６ ０．０１２

PLG×PTL ０．００８ ０．００８ ０．０１２ ０．００９

就業形態 PTI … … … ０．０８３ ０．０８４ … … ０．１６９

PJI×PTJ ０．０１１ ０．０１２ ０．０１０

PKI×PTK ０．００５

PLI×PTL ０．００５ ０．００８

テレビ接触 PTJ ０．１７１ ０．０６５ ０．０５９ ０．１０１ ０．１１４ ０．０６９ ０．０９２ ０．０９３

Old接触 PTK ０．０６２ ０．０４６ … … －０．０５４ ０．０４１ … …

New接触 PTL －０．０３７ … … －０．０３７ －０．０５７ －０．０４１ ０．０３４ …

（注） １％有意 ５％有意
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レベルでの視聴パターンにも大きな変化が生じる

ことも予想される。

例えば、地上波チャンネルではバラエティと

ニュースをもっぱら見て、映画、音楽、スポーツ

番組はCATVや衛星の専門チャンネルで見るよう

になる、といった視聴変化が生じる可能性は少な

くない。そうなると、今後、地上波チャンネルに

おいて、実質的には映画、音楽、スポーツ番組の

視聴率が次第に低下して、いわゆる「視聴の空洞

化」といったことが起こる恐れがあるとも言われ

ている。

そこで、チャンネルと同様、番組ジャンルに関

しても図表５及び図表６のように同様の分析を試

みた。

報道、ドラマ、趣味・生活における年齢要因や

ドラマにおける性別要因など一部の要因を除くと、

どのジャンルにおいても要因の変化による影響は、

前述のチャンネル別にみたときほど大きくない。

この分析にあたり、特に、多チャンネル化によ

り、報道、映画、スポーツ、音楽の各専門チャン

ネルが大幅に増えていることから、視聴時間配分

においてこれらのジャンルがある程度増えるので

はないかと予想していたが、実際の分析結果をみ

ると、若干、映画と音楽が増えているものの顕著

図表６ 説明変数の変化に伴う視聴時間の増減（直接効果＋間接効果）

説明変数が１標準偏差だけ変化したときの視聴時間の増減分数（上段）と平均からの増減率（下段）

（単位：上段（分）、下段（％））

報 道 映 画 スポーツ ド ラ マ ア ニ メ バラエティー 音楽・歌謡 趣味・生活

平均 （m） ７６．０ ６．４ ６．５ ３９．９ ７．３ ３６．１ ８．１ ２２．６

標準偏差 （s） ７８．１ ２８．５ ２８．７ ５８．７ ２１．９ ５０．３ ２６．１ ４６．０

所得 （万円）

m：３０６．１ s：２４７．８

－２．６

－３．３

… … －１．６

－２．８

－０．３

－１．２

－２．７

－５．３

－０．３

－１．１

－１．０

－２．１

チャンネル数 （数）

m：２２．５ s：１２．１

… ０．５

１．８

… … … －０．８

－１．６

０．６

２．１

…

情報機器 （台）

m： １．２ s： ０．７

… … ０．４

１．４

… … … ０．５

１．９

…

テレビ台数 （台）

m： ０．９ s： ０．６

… … … … … １．５

３．０

… １．２

２．５

専用テレビ （有無）

m： ０．４ s： ０．５

… … … ２．１

３．７

… １．８

３．６

０．３

１．０

…

性別 （男女）

m： ０．５ s： ０．５

－３．６

４．６

０．４

１．３

０．６

２．１

－８．０

－１３．７

… －３．９

－７．７

－０．４

－１．５

－３．９

－８．４

年齢 （歳）

m：３８．５ s：１９．４

３１．４

４０．２

０．４

１．５

０．４

１．２

９．３

１５．８

－２．３

－１０．５

－２．８

－５．５

… ７．４

１６．１

就業形態 （分）

m：２４７．７ s：８７．３

… … … ４．０

６．７

０．８

３．６

… … ４．０

８．８

テレビ接触 （回）

m： ２．８ s： １．８

１３．０

１６．７

０．４

１．５

０．４

１．３

４．０

６．９

０．８

３．８

２．５

５．０

０．７

２．８

２．１

４．６

Old接触 （回）

M： ２．８ s： ２．３

４．７

６．０

０．３

１．０

… … －０．４

－１．８

１．５

２．９

… …

New接触 （回）

M： １．４ s： ２．１

－２．８

－３．６

… … －１．５

－２．５

－０．４

－１．９

－１．５

－２．９

０．３

１．１

…

１８郵政研究所月報 １９９９．４
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な変化はみられない。

一つには、多チャンネル化や多メディア化によ

り新しく登場したチャンネルやメディアが、まだ

成長・成熟過程にあるということもあるが、人々

の番組ジャンルに関する嗜好は、テレビが登場し

てからの四十数年という長い年月を経て形成され

たものであり、また、好みといったようなものは

人間の根幹に近い部分にかかわっており、外的要

因によって容易に短期間では変化しないというこ

とを物語っている。ただ、これまでの分析で見て

きたように、視聴者を取り巻く環境が変われば、

視聴形態も確実に変わってきており、問題は時間

的な速さにあると言える。

また、前述したように、多チャンネル化しても、

報道、映画、スポーツ、音楽といったジャンルの

視聴時間がそれほど増えていないということは、

多チャンネルにより登場したジャンルの番組は、

地上波の同じジャンルの視聴時間を侵食している

ということであり、地上波における「視聴の空洞

化」現象が明らかに進みつつあることを物語って

いる。

３ 放送需要の人口構造分析

前節では、多様な要因を取り上げ放送需要構造

の特徴をみてきたが、ここでは、その中でも特に

視聴時間との因果関係が強く、そしてまた急速な

高齢化が社会問題になるなど将来的にみても変化

の要素が大きい年齢との関係について、分析を進

めることとする。

�１ 年齢階層別の放送需要の将来予測

まず、最初に、人口構造が将来的に大きく変

わっていくことに伴って、放送需要構造がどのよ

うに推移していくかをみていくために、我が国の

平日１日の総視聴時間を推計することとする。

アンケート調査により得られた男女別の年齢階

層別（５歳区分）の視聴時間のデータと厚生省人

口問題研究所の「日本の将来推計人口」のデータ

を用いて、下記の�５式により、各年齢層別の将来

の平日１日総視聴時間を時系列で推計したものが

図表８ある。

図表８ 年齢階層別（２０歳区分）の平日１日総視聴時間の推移
（２０００年を基準）

１９ 郵政研究所月報 １９９９．４
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テレビゲーム�

NHK教育�

図表９ 年齢階層別（１０歳区分）の平日１日総視聴時間構成比の推移

図表１０ チャンネル別にみた年齢階層別の平日１日総視聴時間構成比の累積度数分布
（１９９７年）

２０郵政研究所月報 １９９９．４

立石送り／Ａ２１２４Ｈ  1999.04.01 16.52.35  Page 40 



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

0―
4歳
�

5―
9歳
�

10
―
14
歳
�

15
―
19
歳
�

20
―
24
歳
�

25
―
29
歳
�

30
―
34
歳
�

35
―
39
歳
�

40
―
44
歳
�

45
―
49
歳
�

50
―
54
歳
�

55
―
59
歳
�

60
―
64
歳
�

65
―
69
歳
�

70
―
74
歳
�

75
―
79
歳
�

80
―
84
歳
�

85
―
89
歳
�

90
―
94
歳
�

95
歳
以
上
�

報道�

映画�

ドラマ�

アニメ�

スポーツ�

バラエティー�

音楽・歌謡�
試聴者層の高年齢化�

趣味・生活�

％�

なお、NHKの「国民生活時間調査」などの過

去からのデータをみても、各男女年齢階層別の平

均視聴時間は比較的安定していることから、ここ

では、各男女年齢階層別の平均視聴時間は将来も

変わらないという仮定のもと推計している。

ｔ年における平日１日総視聴時間

Lt＝ΣLti ……�５

なおLti＝Rmi×Utmi＋Rwi×Utwi

ここで、Lti ：ｔ年における年齢階層（５歳区

分）ｉの１日総視聴時間

Rmi ：年齢階層ｉの男性の平均視聴時間

Rwi ：年齢階層ｉの女性の平均視聴時間

Utmi：ｔ年における年齢階層iの男性人口

Utwi：ｔ年における年齢階層iの女性人口

図表８において、平日１日総視聴時間の推移を

全体計でみると、２０１０年頃までは総視聴時間は増

加するが、その後は減少に転じている。

また、２０歳区分の年齢階層別にまとめてみると、

６０歳以上の高年齢総の総視聴時間は将来的に大幅

に増えており、２０００年を基準にしてみると最大約

４０％増えることが予想される。一方、６０歳未満に

ついては、いずれの年齢階層も２０００年以降は減少

に転じており、２０歳～３９歳の減少が最も大きく

なっている。

上で求めた将来の平日１日総視聴時間に占める

各年齢層（１０歳区分）のシェアが、どのように推

移していくかをみたものが図表９である。

平日１日総視聴時間に占める高齢者のシェアを

みると、６０歳以上のシェアは現在約３２％であるが、

今後、５年で２％以上の割合で増え続け、２０３５年

には５０％を突破することが予想される。テレビは

今後、視聴者層の高齢化傾向への対応として、高

図表１１ ジャンル別にみた年齢階層別の平日１日総視聴時間構成比の累積度数分布
（１９９７年）

２１ 郵政研究所月報 １９９９．４
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齢者向けのチャンネルやソフトの充実が求められ

る。

また、４０歳未満ということでみると、将来的に

はシェアの４分の１を割ってしまうことが予想さ

れる。広告放送を主たる財源とする民放地上波に

とっては、広告効果の高い若年層の視聴者が今後

減少していくということは、広告メディアとして

の魅力が減少していくということでもある。

図表１０は、同様に、各チャンネルについて年齢

階層別の平日１日総視聴時間を求め、その構成比

の累積度数分布をとったものである。

これをみると、それぞれのチャンネルの主要な

ユーザの年齢層が明らかになる。例えば、NHK

教育の場合、全体の総視聴時間のうち、９歳未満

の幼児の視聴が５０％以上を占めている。一方、

NHK総合の場合、４０歳以上の人の視聴が全体の

９割近くを占めている。

また、民放地上波の視聴者層は、NHK総合や

NHK–BSの視聴者層より若いが、CATV・CS

チャンネルの視聴者層は、民放地上波よりもさら

に若いことがわかる。つまり、グラフが右下に凸

になるチャンネルほど、視聴者層の高齢化が進ん

でいることになる。

将来的に視聴者層の高年齢化が進むということ

は、グラフが矢印の方向にシフトしていくことを

意味するが、今後、ほとんどのチャンネルが全体

的に高齢化の方向にシフトしていくのか、あるい

は特定のチャンネルだけが高齢化の方向にシフト

して分極化が進んでいくのか、その動向が注目さ

れる。

（参考２）ジャンル別の年齢構造

同様に、ジャンル別に年齢構造をみたものが図

表１１である。

やはり、バラエティー、音楽・歌謡といった娯

楽性の強いジャンルは比較的若年齢層が多く、報

道、趣味・生活といった娯楽性の低いものは高年

齢層が多くなっている。映画、スポーツといった

ところが平均的な構造となっている。

チャンネルと同様、ジャンル別においても視聴

者層の高年齢化が進むということは、グラフが矢

印方向にシフトすることを意味するが、ほとんど

すべてのジャンルが高齢化の方向にシフトするの

か、あるいは特定のジャンルだけがシフトし分極

化が進むのかによって、番組の中身も大きく変

わってくることが予想される。

また、今後、多チャンネル化と高齢化が同時並

行的に進むことにより、同じジャンルの中でも若

年齢層向け、高年齢層向けの区分けが明確になっ

てくることも考えられる。

�２ 年齢構造でみた競争環境

ここで、さらに、図表１０のデータに関して、各

チャンネルの視聴者層における高齢化がどの程度

進んでいるかを、�６式のように平均からの乖離度

指数により表すこととする。

Yn＝［
√（Σ（Si–Xni）２） √Si＞√Xni

－√（Σ（Si–Xni）２） √Si＞√Xni
……�６

ここで、Yn：チャンネルnの視聴者層の高齢

化度

Si：チャンネル全体計の年齢階層iま

での平日１日総視聴時間構成比

の累積値

Xni：チャンネルnの年齢階層iまでの

平日１日視聴時間構成比の累積

値

まず、テレビチャンネルの分析に入る前に、上

記�６式を用いてメディア間の高齢化度についてみ

てみることとする。なお、ここではデータとして

は接触時間でなく接触頻度を用いている。

図表１２のようにメディアの高齢化度を横軸にと

り、各メディアについてその利用者層の高齢化が

２２郵政研究所月報 １９９９．４
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メディアの成熟�

メディアの参入�

メディアの高齢化度�

0

どの程度進んでいるかをみると、新聞、地上波テ

レビなどのオールド・メディア系とインターネッ

ト、CSデジタルなどのニュー・メディア系に分

類できる。

そして、若い年齢層のところでメディアの参入

が行われ、時間的にメディアが成熟するにつれて

利用者層の高齢化度が進んで行くという構図が見

てとれる。

そもそも、メディアというのは人間の生理や考

え方そのものにかかわっているので、世代間の

ギャップは予想以上に大きい。若い世代はほとん

ど抵抗感なしに、新しいメディアや情報の選択を

行っている。一方、これまで限られたメディア環

境の中で過ごしてきた高齢者にとって、新しいメ

ディアに慣れるのは若い世代のようには容易でな

い。しかし、若い世代もまた５年、１０年と慣れ親

しむうちに、そのメディアを引きずっていくこと

になる。

また、メディアにはエコロジー（生態学）と類

似するところがある。オールド・メディアの隆盛

がニュー・メディアの成長を阻害することもあれ

ば、ニュー・メディアがオールド・メディアを淘

汰することもある。しかし、ある日突然ニュー・

メディアがオールド・メディアにとって代わると

いうことはなく、双方が競合し併存する形が長期

間続く。しかし、やがてニュー・メディアが体勢

を占め世代交代が行われる。

例えば、テレビが登場してきたとき、同じ映像

ということもありテレビは映画の強い影響を受け

てきたが、映画は基本的にはテレビを無視あるい

は敵視しようとした。テレビに番組ソフトとして

映画を供給することを拒否し、所属の俳優がテレ

ビに出演することを認めようとしなかった。この

ように映画はテレビの立ち上がり時期にテレビを

一種の敵対視してきたが、１９５８年に約１１億人を記

録した入場者数が、その後、映画そのものがテレ

ビに食われる形で斜陽化していった。と同時に、

テレビ分野への事業展開を著しく困難にしたとい

う事実もある。

ただ、歴史的にみて、メディアは累積的性質を

もっている。すなわち、ニュー・メディアはオー

ルド・メディアから重要な影響を受け、一部取り

込む形で参入してきている。そのため、類似する

所も多く、新しく登場してきたメディアが、オー

ルド・メディアの機能を変えることはあっても、

オールド・メディアを完全に消失させることはこ

れまでなかった。

次に、同様に上記�６式により各チャンネルの高

図表１２ メディアの高齢化度（平日１日総接触頻度）

（注） 高齢化度の値が０のところが全メディアの平均となる。

２３ 郵政研究所月報 １９９９．４
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（注）高齢化度の値が０のところが全チャンネルの平均となる。�
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�
②　登場してからある程度の期間が経過した商品に
　ついて、潜在的な需要を顕在化させる。�
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③　従来から市場にある商品について、すでに成熟
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図表１３ チャンネルの高齢化度と競合
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齢化度を算出したものが、図表１３である。横軸に

各チャンネルの高齢化度、縦軸は各チャンネルの

大まかな平日１日総視聴時間を表している。

チャンネルに関しても、高齢化度の傾向として

は、上記メディアとほぼ同じような構造になって

いる。

ここで、放送をチャンネル間の競争という視点

から捉えてみた。

一般に、放送における競争は、受信料（NHK）、

広告収入（民放）、視聴者からの収入（有料放送）

という各種の異なる経営基盤の上に立つ事業者間

でも行われている。このように異なる収入源によ

り成り立っている各チャンネルの間で、今後どの

ような競争が行われることになるのか、高齢化度

の視点を交えながら考えてみたい。

まず、最初に収入の形態からみてみると、高齢

化度軸上において広告収入による放送と受信料に

よる放送の住み分けができている。高齢化度が高

い層と低い層では受信料、その中間部分が広告収

入による放送となっている。

ここで、広告には、�１新しい商品についてはこ

れまで存在しなかった需要を生みだし、そして�２

登場してからある程度の期間が経過した商品につ

いては潜在的な需要を顕在化させ、また�３従来か

ら市場に流通し成熟した商品については、差別化

されたブランド需要に振り向かせる働きがある。

テレビ広告の場合、このうち�１の新しい商品の需

要をつくり出すというのが最も期待されている効

果である。そして�１の広告効果が最も高いのがイ

ノベーターと言われる人達である。

いわゆるイノベータ（革新的採用者）は、他の

採用者カテゴリーよりも、イノベーションについ

てのより高い度合いの不確定性に対処できる能力

を持っている。彼らは社会システムにおいて新し

いアイデアやサービスを採用する最初の人々であ

る。このような特質は、図表１３にもあるように特

に若い年齢層の人達が持ち合わせている特質でも

ある。したがって、広告放送の民放地上波の場合、

若い年齢層をターゲットとした番組づくりが宿命

となっている。

なお、有料放送に関しても、最初にこれらの

サービスを利用するのは若い年齢層を中心とした

イノベーターであり、市場として成熟するに連れ、

高齢化度の高い方向に市場が広がって行くものと

考えられる。

今後、動向が注目されるのは、民放地上波の高

齢化度軸上における動きである。民放地上波の高

齢化度が高くなるということは、広告放送として

の魅力がなくなっていくということである。しか

し、民放地上波が現在のポジションで現在の総視

聴時間量を維持するということは、新しく登場す

るCSデジタルやBSデジタルなどが市場を確保で

きないということをも意味する。チャンネル間の

視聴時間配分は、トレードオフ（代替関係）をか

かえており、あるチャンネルの視聴時間が長くな

れば他のチャンネルの視聴時間は短くなる。今後、

人口の高齢化が進み、若い年齢層が減少していく

ことを考えていくと尚更のこと状況は厳しくなる。

また、多チャンネル化すれば、視聴者が分散し、

高視聴率の番組は難しくなるが、一つの分野に

ターゲットを絞った専門チャンネルの場合は、そ

の分野に熱心な視聴者が多く、しかも視聴者の属

性もつかみやすいため、視聴率あたりでみた広告

効果は従来より大きくなる。さらに、多チャンネ

ル化や多メディア化が進むということは、視聴者

の奪い合いということもあるが、広告主（スポン

サー）を奪い合うということでもあり、今日のよ

うな低成長時代にはそれが一層し烈になってきて

いる。

雑誌や新聞の収入構造をみると、ほとんどの雑

誌や新聞が、コストを広告主と購読者が共に負担

する方式をとって経営が成り立っている。テレビ

２５ 郵政研究所月報 １９９９．４
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においても、特に今後普及が予想される専門チャ

ンネルやペイ・パー・ビューにおいては、コスト

の全額を視聴者が負担するのでなく、雑誌や新聞

のように広告主が一緒に負担するようになると言

われている。

チャンネル数は、今後、何倍にも増えるが、し

かし、視聴時間の総量も番組制作費の総量も、

チャンネル増に比例して増えることはない。今後、

様々なチャンネルが試みられるが、成功するもの

もあり、失敗するものもあるなど、本格的な競争

原理の中で、修羅場や紆余曲折を経て個性的で魅

力のあるチャンネルが出そろうであろう。

４ おわりに

地上波放送や新聞といった巨大マス・メディア

だけが情報を提供する時代は終わりを告げようと

している。コンピュータやネットワークの発達で、

巨大なマス・メディアでなくても、多様なニッ

チ・メディアが事業として成立する条件が整いつ

つある。

そのような中、メディアと利用者との間の相互

作用の過程も含め、既存のメディアとニュー・メ

ディア、さらにはニュー・メディア間の複雑な相

互作用や競合関係の進展の過程で、メディア環境

は新しい状況を作っていく。

チャンネル多様化時代において、それぞれの

チャンネルが放送媒体としてその価値を最大限に

発揮していくための一つのアプローチとして、放

送あるいはメディア全体の中におけるそのチャン

ネルの位置づけ、チャンネルを取り巻く競争環境、

あるいは視聴者との関係等を総合的に勘案し、そ

れぞれのチャンネル特性を生かした番組制作や番

組編成等を考えていくことが必要になってきてい

る。
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